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           １ 次世代産業等の育成支援 

           （１）再生可能エネルギー産業集積・育成事業 

           （２）創業促進支援事業  

           ２ 知的財産戦略の支援 

           （１）産業財産権取得支援事業 

           ３ 技術革新・研究開発の支援 

           （１）ふくしま産業応援ファンド事業 

           （２）競争的研究資金獲得支援事業 

 

 

           １ 経営課題の解決支援 

           （１）経営支援プラザ等運営事業 

           （２）よろず支援拠点事業 

           （３）事業承継・引継ぎ支援事業 

           （４）プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

           （５）デジタル化促進支援事業 

           ２ 中小企業の再生支援 

           （１）中小企業再生支援事業 

           （２）産業復興相談センター事業 

Ⅰ 新たな産業の創出・技術革新支援 

Ⅱ 経営課題へのワンストップ総合支援 

公
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◆ 事業体系

公
益
目
的
事
業
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計
１

Ⅰ 経営課題へのワンストップ総合支援

１ 経営課題の解決支援

（１）経営支援プラザ等運営事業（専門家派遣事業等）

（２）よろず支援拠点事業

（３）事業承継・引継ぎ支援事業

（４）プロフェッショナル人材戦略拠点事業

（５）デジタル化促進支援事業

２ 中小企業の再生支援

（１）中小企業活性化事業

（２）産業復興相談センター事業

Ⅱ 新たな産業の創出・技術革新支援

１ 次世代産業等の育成支援

（１）再生可能エネルギー産業集積・育成事業

（２）創業促進支援事業

（３）技術系創業促進支援事業

２ 知的財産戦略の支援

（１）産業財産権取得支援事業

３ 技術革新・研究開発の支援

（１）ふくしま産業応援ファンド事業

（２）競争的研究資金獲得支援事業

公
益
目
的
事
業
会
計
２

Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援

１ 設備投資の支援

（１）機械貸与事業

２ 取引先の拡大支援

拡充 （１）取引先拡大支援事業

新 （２）食料品関連産業販路開拓支援事業

（３）上海拠点運営事業

３ 被災事業者等の資金支援

（１）被災中小企業施設・設備整備支援事業

（２）原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」貸付事業

（３）自立・帰還支援雇用創出企業立地補助事業基金管理事業

Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援

１ 産業人材の育成・確保支援

拡充 （１）産業人材育成支援事業

（２）製造中核人材育成支援事業

拡充 （３）イノベーション推進人材育成支援事業

（４）プロフェッショナル人材戦略拠点事業（再掲）

Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進

１ 公の施設の管理運営

（１）福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）の管理運営

（２）福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ
（コラッセふくしま会議室）の管理運営

（３）福島県ハイテクプラザ（一部）の管理運営

福島県の産業振興支援
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(1) 経営支援プラザ等運営事業

１２３，５７０千円 （福島県補助金ほか）

① 経営支援プラザの運営

② 専門家派遣制度

一般枠 延べ76回

経営強化・復興・事業承継・事業者ＢＣＰ枠 延べ84回

③ 専門家活用セミナー

Ⅰ 経営課題へのワンストップ総合支援 １ 経営課題の解決支援

指標 計画

重
点

課題解決件数（件） 60

活
動

専門家派遣回数（回） 160

支援事業者数（名寄せ後：者） 110

専門家活用セミナー 1テーマ
（計４日間）

④ ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援

窓口専門スタッフ 4名

・窓口専門スタッフの金融機関訪問や過去支援案件
へのフォローアップによる案件掘り起こしを行い、
個別具体的な課題に対して専門家の活用を提案しま
す
・センター各部署と連携した企業支援を行います
・事業者ニーズに沿った専門家活用セミナーを開催
します

POINT
中小企業等からの経営上の相談に対して助言を行うとと

もに、専門家の派遣等を行う。
四半期ごとに県内中小企業景気動向調査（ＤＩ調査）を

実施し、分析結果やその他有用な情報などをホームページ、
メールマガジンにより情報提供する。

セミナー等により県内事業者のＢＣＰ策定を支援する。
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(2) よろず支援拠点事業

６４，３８０千円 （東北経済産業局受託金）

Ⅰ 経営課題へのワンストップ総合支援 １ 経営課題の解決支援

指標 計画

重
点

課題解決件数（件） 700

活
動

支援事業者数（名寄せ後：者） 1,260

・中小企業活性化協議会、事業承継・引継ぎ支援
センターとの３機関連携により、適切なタイミン
グでの課題解決を図ります。
・経営課題に応じた伴走支援や、商工会や商工会
議所等の他の支援機関との連携を強化します。

POINT

県内６ヶ所にサテライトを設置し、中小企業・小規模事業
者が抱える多様な経営課題の相談に対応する。また、伴走型
支援や、他の支援機関との連携支援を行い、事業者の本質的
な課題の解決を目指す。

３機関連携推進会議

地域支援機関連携フォーラム
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親族内承継や第三者承継・従業員承継について、計画策
定やマッチングのほか、ＰＭＩまでを総合的に支援する。
また、必要に応じて登録機関への橋渡しや経営者保証の解
除支援、創業者への事業引継ぎを支援することで、円滑な
承継・引継ぎと創業促進を目指す。

Ⅰ 経営課題へのワンストップ総合支援 １ 経営課題の解決支援

(3) 事業承継・引継ぎ支援事業

１５２，７４２千円 （東北経済産業局受託金）

指 標 計画

重
点

成約件数（件） 40

活
動

新規相談件数（件） 350

・中小企業経営者向けの研修を開催します

POINT

① 事業承継・引継ぎ支援センター事業

・中小企業活性化協議会、よろず支援拠点との３
機関連携により、適切なタイミングでの課題解決
を図ります
・令和６年度実施したアンケート先への訪問や
ネットワーク強化のための情報連絡会を開催しま
す

POINT

② 事業承継支援人材育成事業

中小企業支援担当者育成研修会 １回

事業承継税制等活用研修会 １回

事業承継税制等支援者養成研修会 ２回

親族内承継や第三者承継、事業承継税制の相談対応ができ
る人材を育成し、支援体制の強化を図る。

３，１５６千円 （福島県受託金）
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Ⅰ 経営課題へのワンストップ総合支援 １ 経営課題の解決支援

(4) プロフェッショナル人材戦略拠点事業

５５，６０９千円 （福島県受託金）

指 標 計画

重
点

成約件数（件） 56

活
動

相談件数（件）
250

(5) デジタル化促進支援事業

・金融機関などの関係機関との連携を強化し、訪
問活動、アンケート等により継続的に企業の人材
ニーズを発掘し、プロフェッショナル人材の活用
を促進します

POINT

・デジタル化による業務効率化や、SNSを活用した
販路開拓などの相談に対応します

POINT

プロフェッショナル人材の活用による地方への人材還流、
集積を促進するため、人材のマッチングなどを通して県内
中小企業等の人材確保を支援する。

指 標 計画

重
点

課題解決件数（件） 150

活
動

専門家派遣回数（回）
15

支援事業者数（名寄せ後：者）
250

中小企業等のデジタル化による競争力の強化や生産性向上
のため、経営支援プラザやよろず支援拠点による相談対応や
専門家派遣、さらには設備投資の支援などにより、デジタル
化促進を総合的に支援する。
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３７２，２２８千円 （東北経済産業局受託金ほか）
※(2)福島県産業復興相談センター事業を含む

中小企業活性化協議会を拠点として、経営課題を抱えた
中小企業に対し、収益力改善から事業再生・再チャレンジ
まで一体的に支援していく。
中小企業からの幅広い相談に対応し、中小企業の各

フェーズに合わせた経営改善支援を実施する。
また、中小企業等経営強化法に基づく認定支援機関の支

援を受けて策定する経営改善計画に係る費用を支援する。

東日本大震災及び原子力発電所事故により被災した県内中
小企業等の事業再開や事業再生を支援するため、各種相談対
応、事業計画策定、既往債権買取支援のエグジットへ向けて
のフォローアップを強化する。

(1) 中小企業活性化事業 (2) 産業復興相談センター事業

従来型 １件あたりの総額３１０万円を上限に、その３分の２を支援

早期型 １件あたりの総額３５万円を上限に、その３分の２を支援

Ⅰ 経営課題へのワンストップ総合支援 ２ 中小企業の再生支援

指 標 計画

重
点

再生計画完了件数（件） －

活
動

相談件数（件） 160

経営改善計画策定支援の利用申請件数（件） 90

指 標 計画

参
考

相談件数（件） －

エグジット件数（件） 3

POINT
・よろず支援拠点、事業承継引継ぎ支援センター
他、保証協会や金融機関、商工会、商工会議所等
の他の支援機関との連携を強化します
・収益力改善から再チャレンジまで、一体的かつ
早期に支援を実施します
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「エネルギー・エージェンシーふくしま」が核となり、再
エネ・水素関連産業分野等における県内企業の新技術・ビジ
ネスモデルの創出等のため、ネットワーク構築、新規参入、
人材育成、研究開発、事業化、販路拡大、海外展開を総合
的・一体的に支援する。

ア 福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会の運営
イ 再エネ関連産業新規参入企業の発掘
ウ 再エネ人材育成伴走支援
エ 再エネ事業化伴走支援
オ 再エネ販路拡大支援（首都圏及び海外展示会出展）

② 福島県エネルギー・環境・リサイクル関連事業推進
委託業務

１５４，０００千円 （福島県受託金）

(1) 再生可能エネルギー産業集積・育成事業

① エネルギー・エージェンシーふくしまの運営

１４，０６０千円 （福島県受託金）

Ⅱ 新たな産業の創出・技術革新支援 １ 次世代産業等の育成支援

「福島イノベーション・コースト構想」重点分野の一つ
である「エネルギー・環境・リサイクル」について、関連
産業創出に向けた取組を推進するため、「ふくしまエネル
ギー・環境・リサイクル関連産業研究会」の運営を通じた
ネットワークの構築、新規参入、事業化、販路拡大まで一
体的・総合的に支援する。

・新規会員の掘り起こしを行います
・会員を対象としたセミナーやビジネスマッチング
を開催します
・会員企業が設立した事業化ワーキンググループの
活動に対して支援します
・活動状況をHPや首都圏での展示会を活用して外
部へ発信します

POINT

POINT

・太陽光、バイオマスなどの再エネ関連分野で、再エ
ネ研究会と情報共有し、リサイクルまで見据えた連携
を推進します
・既設の事業化ワーキンググループに対し、事業化に
向けた体制作りを中心とする支援を行います
・エネルギー・環境・リサイクル関係の新規事業創造
に向けた情報発信を行います
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(1) 再生可能エネルギー産業集積・育成事業

Ⅱ 新たな産業の創出・技術革新支援 １ 次世代産業等の育成支援

③ 福島県風力メンテナンス推進事業委託業務

１０，４４６千円 （福島県受託金）

県内の風力メンテナンス関連産業の育成・集積に向けて、発
電事業者、風車メーカー、県内企業・自治体、研究機関、教育
機関、金融機関と連携を図りながら「ふくしま風力Ｏ＆Ｍ推進
協議会」を運営する。
また、テクノアカデミー及び県立工業高校の生徒向け基礎講

座についても、継続して実施する。

指 標 計画

重
点

エネルギー・エージェンシーふくしまの支援に
よる成約件数（件）

36

活
動

福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会
新規登録者数（者）

50

エネルギー・エージェンシーふくしまによる事
業化支援件数（件）

30
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７９，９４８千円 （福島県補助金）

(2) 創業促進支援事業

地域課題解決型起業支援事業

福島県内の地域が抱える社会的課題に対し、社会性・事
業性・必要性の観点を持って新たに創業する方、
Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野で第二創
業する方を対象に、起業に係る経費の一部を助成する。

指標 計画

重
点

起業者数（者） 30

活
動

応募件数（件） 75

Ⅱ 新たな産業の創出・技術革新支援 １ 次世代産業等の育成支援

助成限度額 2,000千円

助成率 助成対象経費の2分の1以内

地域課題の解決に向けた起業に対する創業資金や、起業
後の新たな事業展開に対する支援、起業サポーターによる
伴走支援など、起業の準備前から起業後までを一体的に支
援する。

POINT

・創業支援窓口となる支援機関と情報共有を密にし、
創業希望者の本事業の活用が進むよう連携を強化しま
す
・相談受付方法（オンライン対応）を拡充し利便性の
向上を図ります
・チラシやWEBの広報拡充による事業PRを強化します
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(3) 技術系創業促進支援事業

Ⅱ 新たな産業の創出・技術革新支援 １ 次世代産業等の育成支援

① テック系起業家支援事業

独自の技術を活用して起業したテック系スタートアップ
を対象とする技術相談窓口を設置し、県内企業とのマッチ
ングや支援制度への橋渡しを行うなど、テック系スタート
アップが抱える様々な課題の解決を支援する。

２２，３３３千円 （福島県受託金）

POINT
・技術系コーディネーターが寄り添いながら、あらゆ
る課題解決を支援します
・イノベ機構、テクノポリス推進機構など、他の支援
機関とも連携しながら支援します

スタートアップ（（株）ライスレジン）
と県内企業（（株）福島シービー）

のマッチングによる試作品

スタートアップセミナー

② アカデミアシーズ創出等事業事業

県内大学発スタートアップが持続的に創出される仕組み
の構築や土壌の醸成等の更なる推進を図るため、県内大学
等と連携し、候補者の発掘から事業立ち上げ支援までを一
体的に実施する。
また、県の創業支援ウェブサイト「ビズスタふくしま」

の運営も行い、創業支援情報を広く発信する。

４６，５０９千円 （福島県受託金）

POINT

・技術系コーディネーターが県内大学等を訪問し、起
業意欲のある教員等の発掘や伴走支援を行います
・事業化に向けた試作開発も支援します

指標 計画

重
点

技術系コーディネーターによるマッチング件
数（件）

12

活
動

技術系コーディネーターによる相談対応件数
（件）

100
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県内に事業所を有する中小企業等が戦略性のある研究
開発を行い、その成果に係る国内の産業財産についての
権利化を促進するため、特許等の調査経費、国内出願経
費の一部を助成する。

中小企業に対して、戦略的な外国への特許出願等を支
援するため、外国への特許、実用新案、意匠登録、商標
登録にかかる各出願費用の一部を助成する。

９，５６６千円 （福島県補助金）

６，０９３千円 （東北経済産業局補助金）

助成限度額
調査：15万円 出願：25万円（1件あたり計40万円)
条件を満たした場合、複数出願も対象

助成率 助成対象経費の2分の1以内

助成限度額
1件あたり150万円（1企業あたり上限300万円)
（特許出願以外は60万円、ただし冒認出願対策目的
の商標出願は30万円)

助成率 助成対象経費の2分の1以内

① 特許等調査・出願経費助成事業
② 海外出願支援事業

指 標 計画

重
点

助成事業による産業財産権の
出願件数（件）

国内 40

外国 6

活
動

助成金採択件数（件） 国内 42

外国 6

助成金応募件数（件） 国内 44

外国 6

Ⅱ 新たな産業の創出・技術革新支援 ２ 知的財産戦略の支援

(1) 産業財産権取得支援事業

・年度内であれば、調査・出願後の申請も可能です
・出願人の住所が福島県内で１つの発明に対する出
願であれば複数出願ができ、上限は100万円になり
ます

POINT

・複数国への出願をまとめて申請できます

POINT
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県内中小企業にかかる新製品・新技術及びその構想につ
いて、市場調査や事業可能性調査及び開発を支援すること
により、新産業の創出、新規市場の開拓、未開拓市場への
参入等を促進する。

① 製品開発・事業化促進経費助成事業

② 中小企業育成支援事業

基金５０億１千万円／事業費２７，９８８千円 （基金運用益、福島県補助金）

(1) ふくしま産業応援ファンド事業

助成限度額

事業可能性等調査事業 １００万円

技術開発等事業 ５００万円

販路開拓事業 １００万円

助成率 助成対象経費の２分の１以内

助成限度額 １００万円

助成率 助成対象経費の１０分の１０以内

Ⅱ 新たな産業の創出・技術革新支援 ３ 技術革新・研究開発の支援

指 標 計画

重
点

製品開発等事業化件数（件）
8

活
動

応募件数（件） 40

採択者訪問件数（件） 20

・年２回の募集を予定しており、２回目は年度を
跨いだ期間設定によって、企業側の事業期間を確
保しています
・技術開発等事業は５００万円が上限額です

POINT
令和３年度第２回採択

販路開拓
糀飲料の販路開拓

令和４年度第２回採択
技術開発

大腸内視鏡トレーニング
装置の開発
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Ⅱ 新たな産業の創出・技術革新支援 ３ 技術革新・研究開発の支援

(2) 競争的研究資金獲得支援事業

４００千円 （東北経済産業局補助金）

産学官による緊密な連携の下、国等の競争的研究資金を
活用して中小企業等の研究開発を支援し、新たな産業の集
積・育成に取り組むとともに、既存産業の高度化に向けた
意欲的・創造的な活動を支援する。
成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）では、

継続事業１件について引き続き事業管理機関として参画す
るとともに、新たに競争的研究資金獲得を目指す企業等に
対して事業計画書のブラッシュアップから採択後の進捗管
理まで伴走的に支援する。

指標 計画

重
点

競争的研究資金の獲得件数（件）
5

活
動

競争的研究資金の応募件数（件） 10

競争的研究資金の相談件数（件） 100

1
研究テーマ

セルロース純度向上とリグニンの選択的残存を目的とし
た省エネルギー・環境配慮型の機械的洗浄手法の確立

参画機関 トレ食（株）、北海道大学

成長型中小企業等研究開発支援事業(Go-Tech事業)

POINT

（参考）Go-Tech事業概要

・Go-Tech事業は事業化が見込める研究開発が対象
事前に可能性調査や研究開発が必要な場合には、
ふくしま産業応援ファンド事業も活用できます
・Go-Tech事業に限らず、様々な競争的研究資金へ
の応募から活用までを支援します

実施機関 ：経済産業省
補助事業期間：２～３年
補助上限額 ：（通常枠）単年4,500万円、3年9,750万円以内
補助率 ：（中小企業等）原則2/3以内

（大学・公設試等）原則定額
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１，０００，０００千円 （福島県借入金）／事業費８５７，２７９千円

(1) 機械貸与事業

中小企業者等の経営基盤の強化及び生産性の向上を図るた
め、機械設備類の割賦販売及びリース取引により設備投資を
支援する。

①割賦販売 ②リース取引

限度額 100,000千円 100,000千円

期間 10年以内 10年以内

損料率
割賦損料率

0.3～3.0%まで8段階
月額リース料率

0.904～3.038%まで8段階

予算枠 800,000千円 200,000千円

Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 １ 設備投資の支援

指 標 計画

重
点

設備投資完了件数（件） 30

活
動

申込件数（件） 35

決定件数（件） 30

・市中金利は上昇していますが、本制度の料率の設
定を据置きます
・ＤＸに寄与する設備は料率を優遇します

POINT
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４２，４４２千円 （福島県補助金ほか）

(1) 取引先拡大支援事業（拡充）

３，７２２千円 （福島県補助金）

企業間取引に関する情報収集や紹介あっせんの実施、商
談会等の開催により、取引の拡大に向けた支援を実施する。

輸送用機械関連産業のネットワーク構築に向けた協議会
や特定メーカーとの展示商談会等を開催し、次世代自動車
に関連した技術力や提案力の向上、及び販路拡大に向けた
支援を実施する。

Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 ２ 取引先の拡大支援

① 下請中小企業振興事業

② 輸送用機械関連産業育成事業

指 標 計画

重
点

取引あっせん成立件数（件） 92

活
動

取引あっせん件数（件） 1,500

福島広域商談会 1回

（宮城・福島）合同商談会 1回

東北６県、北海道、新潟県による自動車メー
カーとの展示商談会

2回

２２，９７５千円 （福島県受託金ほか）

主要産業である自動車関連産業において、電動化対応や
次世代モビリティ分野への参入・販路拡大を図るため、セ
ミナーやワークショップ、特定メーカーでの展示商談会及
び大規模展示会への出展支援等を実施する。

③ 次世代モビリティ・EV参入促進事業 （新）

次世代モビリティセミナー・現地視察 各1回

電動化対応ワークショップ・セミナー 5回

専門家派遣（生産改善活動） 12回

ふくしま企業連携取引商談会 1回

特定メーカーとの展示商談会 1回

大規模展示会出展支援 1回

・特定メーカーでの展示商談会や大規模展示会へ
の出展支援により、販路拡大を支援します
・県内外の企業訪問によるタイムリーな情報の収
集と適切な紹介あっせんを実施します

POINT
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Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 ２ 取引先の拡大支援

2024福島広域商談会
(下請中小企業振興事業)

令和6年7月24日開催
(7月30日オンライン開催)
参加企業数 発注企業 115社

受注企業 214社

特定メーカーでの展示商談会
(次世代自動車技術

関連企業支援事業)

令和6年10月10日開催
開催先 ㈱アイシン 安城地区

(愛知県安城市)
出展企業数 17社

特定メーカーでの展示商談会
(輸送用機械関連産業育成事業)

令和7年2月6日～7日開催
開催先 刈谷産業振興センター

(愛知県刈谷市)
出展企業数 86社
(うち 福島県 10社)

大規模展示会出展支援
(次世代自動車技術

関連企業支援事業)

令和7年1月22日～24日開催
出展催事
オートモーティブワールド2025
(東京ビッグサイト)
出展企業数 8社

写真は昨年度トヨタ自動車での様子
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Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 ２ 取引先の拡大支援

(3) 上海拠点運営事業

４０，２０６千円 （福島県受託金ほか）

県内企業が中国に進出する際の仲立ち支援や、東アジア
地域への県産品販路拡大に向けた支援のほか、原子力災害
に伴う風評の払拭と復興の情報発信、また観光誘客を図る
ため、各種イベントへの出展によるＰＲ活動や旅行会社へ
の訪問活動等により、中国からのインバウンド誘客促進を
行う。

・展示会への出展支援やオンライン商談会などの開催
を通じた、企業間マッチングの機会を創出します
・商談会などを通じた伝統的工芸品など県産品の販路
拡大支援を行います
・インバウンド誘客に向けた現地旅行会社対象のBtoB
セミナーの開催や、広域周遊の旅行提案に向けた近隣
県事務所間の連携を実施します

POINT

(2)食料品関連産業販路開拓支援事業（新規）

１６，５５６千円
（（公財）全国中小企業振興機関協会補助金ほか）

度重なる災害や新型コロナの影響を大きく受けた食料品
関連産業を対象に、首都圏で開催される食品展示会に共同
出展し販路開拓を支援する。

・出展者に対しては、よろず支援拠点と連携して事
前・事後セミナー及び伴走支援を実施し、展示会出展
の効果を最大化するための支援を行います
・センターが福島県のブースを設け、出展者には出展
料の一部を負担いただきます

POINT

大規模展示会出展支援 2回

指 標 計画

重
点

成約件数（件） 20

活
動

商談件数（件） 200
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Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 ３ 被災事業者等の資金支援

(3) 自立・帰還支援雇用創出企業立地補助事業
基金管理事業

(2) 原子力災害に伴う
「特定地域中小企業特別資金」貸付事業

貸付予算枠４６億２，０００万円：事務費充当基金３１１億円 （福島県借入金）
令和７年２月末時点での貸付決定累計額１５７億４,４２４万７千円（辞退除く）

貸付限度額 30,000千円以内

貸付期間 20年以内（うち据置5年以内）

利率 無利子

① 移転資金

② 継続再開資金

貸付限度額
「事業再開等補助金」の「補助対象経費＋消費税－
補助決定額」で計算された額

貸付期間 20年以内（うち据置5年以内）

利率 無利子

③ 再開展開資金

※令和７年度に、109.8億円の基金追加造成

基金８３２億６，５６４万円 （経済産業省補助金（長期預かり金）令和７年１月31日現在：
事業費２５５，２８３千円（基金取崩し益）

貸付予算枠１１億５，４６０万円：事務費充当基金７２億６，４００万円 （福島県借入金）
予算枠９０億円、貸付決定累計額７８億４，５３９万円（令和７年１月末時点（辞退除く））

(1) 被災中小企業施設・設備整備支援事業

① 東日本大震災及び令和３年・令和４年福島県沖地震

② 令和元年台風１９号等
貸付予算枠７，７００万円（福島県借入金）/

事業費２，４１０千円 （独）中小企業基盤整備機構助成金）
予算枠１億８，６７０万円、貸付決定累計額１億９７０万円（令和７年１月末時点）

貸付限度額
「グループ補助金」の「補助対象経費＋消費税－補
助決定額」で計算された額

貸付期間 20年以内（うち据置 ①：5年以内 ②：3年以内）

利率 無利子



©2025Fukushima Center For Industrial Promotion
21/25

１０，２０８千円 （企業等負担金ほか）

(1) 産業人材育成支援事業（拡充）

コース 回 数 募集人数 開催場所

階層別研修 6回 180名

郡山市
福島市

実務研修

経営戦略・企業経営 2回 40名

組織マネジメント 2回 40名

人事・労務 2回 40名

財務・管理会計 2回 40名

営業・マーケティング 2回 40名

生産管理 2回 60名

デジタル・カーボン
ニュートラル

3回 70名

Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援 １ 産業人材の育成・確保支援

指標 計画

重
点

受講者数（人） 360

活
動

受講者の肯定的評価（％） 95.0

・企業の総合力の底上げに貢献するため、既存
の研修事業を抜本的に見直し、「階層別研修」、
「実務研修」の２本柱の構成からなる新たな研
修体系としました
・新入社員から経営幹部まで、受講者参加型の
個人ワーク・グループワークを中心とし、役割
認識や部下の指導・育成、実務のスキルアップ
に役立つ知識や技法を習得する実践的な講座を
開催します

POINT

から刷新するため、皆さんに周知されるこ

新入社員から経営者までの各階層を対象にした階層別研
修、及び既存の社内人材のリスキリングのための実務研修
を行う。
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５，８５２千円 （企業等負担金）

(2) 製造中核人材育成支援事業

コース テーマ 回数
募集
人数

開催場所

技術研修
製品含有化学物質管理、信
頼性評価技術の最新動向セ
ミナーなど

16回 280名

郡山市
ＩＳＯ研修

9001と14001の基礎及び内部
監査員養成の各セミナー

11回 204名

一般研修
なぜなぜ分析演習、問題発
見・共有セミナー

3回 72名

Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援 １ 産業人材の育成・確保支援

指標 計画

重
点

事後調査における効果的評価（％）
85.0

活
動

受講者数（人）
500

・社会情勢を踏まえ、企業が必要とするテーマを
取り込み、内容を充実させます
・技術研修では、新たに機械設備トラブル、顕微
鏡関連をテーマとしたセミナーを開催します

POINT

中小企業等を取り巻く事業環境の変化に対応できる人材
を育成するため、福島県ハイテクプラザと連携し、製造業
における中核的な役割を担う人材の養成研修を実施する。

(3) イノベーション推進人材育成支援事業（拡充）

急激に刻々と変化する社会において、DXや脱炭素化など
をはじめ、事業承継や人材の確保、次世代自動車への対応
など、様々な課題が生じている。これらの課題に対応して、
変革の時代を乗り切ることができる人材を育成するため各
種セミナーを実施する。

開催スケジュール 分野 テーマ

令和７年１０月 デジタル SNS活用

令和８年２月 デジタル 生成AI

令和８年２月
カーボン
ニュートラル

脱炭素化

未定
次世代
自動車

次世代モビリティ参入促進

未定 未定
未定

（よろず支援拠点にて
時流に沿ったセミナーを計画）

※令和７年度に実施予定のテーマ
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情報・技術・文化等の交流を促進するため、福島県産業交
流館を公の施設として公平・公明に運営しつつ、ＭＩＣＥ
（マイス）施設として多くの人が集い、交流し、賑わう場所
にする。

Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進 １ 公の施設の管理運営

(1) 福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）の
管理運営

指 標 計画

重
点

入場者数（千人） 410

活
動

施設稼働率（％） 51.0

利用件数（件）
1,300

(2) 福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ
（コラッセふくしま会議室）の管理運営

指定管理者として、施設等利用にかかる使用承認手続きや使
用料の徴収業務の実施と、日常における施設・設備の維持管理
を行う。
１階アトリウムなどを活用した県民参加型の賑わいづくりへ

の取組みによる、活動・交流の場の提供を行う。

・様々なイベントや会議等を誘致し、貸館します
・貸館するイベント等を積極的に周知し、多くの
入場者を呼び込みます
・施設・設備等を常に安全・安心、清潔、快適に
利用できるよう管理・提供し、利用者の満足度を
高めます

POINT POINT
・SNSやホームページを活用し、新規利用者の増加や
利便性の向上を図ります
・利用者の新たなニーズも踏まえた環境整備に引き
続き取り組みます

指 標 計画

重
点

福島県中小企業振興館の施設稼働率（％） 60.0

福島市産業交流プラザの施設稼働率（％） 65.0

活
動

利用件数（件） 1,800

福島県ハイテクプラザ内にある多目的展示ホール、テク
ノホール等施設の指定管理者として、施設利用にかかる使
用承認手続きや使用料の徴収、保守管理業務を実施する。

(3) 福島県ハイテクプラザ（一部）の管理運営



©2025Fukushima Center For Industrial Promotion
24/25

１ 令和７年度 正味財産当初予算書（要約）

当初予算
（令和７年度）

前年度予算
（令和６年度)

増 減

経常収益 3,511,949 3,311,683 200,266

経常費用 3,592,986 3,397,239 195,747

当期経常増減額 ▲81,307 ▲85,556 4,519

経常外収益 14,525 28,228 ▲13,703

経常外費用 1,155 0 1,155

当期経常外増減額 13,370 28,228 ▲14,858

当期一般正味財産増減額 ▲67,916 ▲57,612 ▲10,304

一般正味財産期末残高 1,979,928 2,044,623 ▲64,695

当期指定正味財産増減額 1,619 8,303 ▲6,684

指定正味財産期末残高 1,554,704 1,548,549 6,155

正味財産期末残高 3,534,632 3,593,172 ▲58,540

(千円)
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２ 令和７年度 正味財産当初予算書 増減概要

増減額（対前年比）

経常収益 200,266

事業収益 17,157

（うち割賦販売収益） 3,811

（うちリース料） 6,850

（うち施設管理料） 3,008

（うち証紙販売収益） 3,000

受取補助金等 172,671

（うちその他補助金） 36,812

（うちその他受託金） 144,410

経常費用 195,747

給与手当 19,947

謝金 24,754

報酬 76,301

備品費 14,013

賃借料 9,026

助成金 11,098

委託料 40,410

当期経常増減額 4,519

(千円)

【概要】
●「経常収益」は対前年比で増加
<主な変動要因>
①その他受託金の増加：
・活性化協議会、経営改善センター、事業引継ぎ支援事業での経費増

●「経常費用」は対前年比で増加
<主な変動要因>
①謝金の増加：
・事業引継ぎ支援事業での事業実績増による人件費の増加。
・活性化協議会での事業実績増による外部専門家への謝金増加。
②報酬の増加：
・活性化協議会職員の雇用形態切り替えによる費用科目の変更。

（謝金→報酬）
③委託料の増加：
・活性化協議会、経営改善センターでの事業実績増による外部専門家へ
の委託料増加。

増減額（対前年比）

当期経常外増減額 ▲14,858

当期一般正味財産増減額 ▲10,304

正味財産期末残高 ▲58,540
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